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新たな給付奨学金制度（申込み手続き等）
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提出が必要な書類及び手続

〇大学等における修学の支援に関する法律による授
業料等減免の対象者の認定に関する申請書（Ａ様式1）

〇給付奨学金確認書（入力準備用紙も持参）

各キャンパスの学生生活係へ提出

〇スカラネット入力 インターネットで各自申し込み

11月1日から 農17日工18日まで（期限厳守）

〇マイナンバー提出書 日本学生支援機構へ郵送
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全員提出
原則提出不要

空欄で良い
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これまでの授業
料免除申請も引
き続き必要です。

（申請要領は1月中
旬頃配付予定）編入・転学前に２

校以上在学して
いる場合
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ここで記入した生計維持者と、スカラネットで入力及
びマイナンバー提出書に記載の人物は、同じでなけれ
ばなりません（記入は、生計維持者又は申込者本人の
いずれが行っても構いません）。

＜留意事項＞

・生計維持者は原則、父母の2名です。「親権者」と
「生計維持者」が同じ人の場合でも、必ずそれぞれ
の欄に記入する必要があります。

・生計維持者が申込者本人と同じ（独立生計者）場合
でも、必ず「申込者本人」欄、「生計維持者」欄に
それぞれ記入する必要があります。
「本人との続柄」欄については、「本人」と記入す
るようご指導ください。

・生計維持者が1名となる場合は、「生計維持者2」
の欄は記入は不要です。

学生の家庭状況により、生計維持者は異なります。

入力準備用紙も持参のこと

新たな給付奨学金申込み手続き等

＜給付奨学金確認書の確認ポイント＞
a～fの国籍又は在留資格の人のみ申込資格があります。

b～fの人には申込可能な在留資格であることの証明
書を提出するようご指導ください（国籍、在留資格の
詳細はスライドPage.4「２. 支援対象者の要件（その
他の基準）」（2）在留資格等の確認を参照してくだ
さい）。

申込時点で在留期間が経過している場合でも、延長申
請中であれば申込可能です（延長申請中の書類（コ
ピー）を提出する必要があります）。

親権者欄は、それぞれの親権者自身が署名・押印する
必要があります。

スカラネット入力準備用紙も
持参のこと
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スカラネットからの申し込み後

1週間以内に日本学生
支援機構へ郵送
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新たな給付奨学金申込み手続き等

１． 「新たな給付奨学金」（在学予約採用）の申込～採用の流れ

（１）スカラネットから申込み（11月1日～11月３０日）

○ 学校担当者の指導・事務

（１）提出書類の指導

（3）提出書類の確認、
識別番号の交付

★奨学金案内等必要書類を配付

※10月中旬奨学金案内等送付予定
（JASSOホームページに案内を掲載済）

★提出書類をすべてそろえた学生・
生徒に対し、識別番号（ID・PW）
を交付

○ 学生・生徒が行う手続き

（２）提出書類の準備・提出

（4）スカラネット入力（申込）

★奨学金案内に挟み込まれている給付奨学金確認書に必
要事項を記入して提出

（5）マイナンバー関係書類の提出

★スカラネット申込から１週間以内にマイナンバーを提出
★関係書類は、学生等が機構の指定先に所定の封筒で郵送

給付奨学金確認書、スカラネット入力、マ
イナンバー提出書に記入する生計維持者
（原則父母）は、全て同じ人を記入するよ
うご指導をお願いします。
スカラネットの入力内容やマイナンバー提
出書類に不備がある場合は、本人又は学校
を通じて不備照会を行うことがあります。

★奨学金案内に挟み込まれているスカラネット入力準備
用紙にあらかじめ必要事項を記入
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３. 申し込みに必要な書類と提出先

新たな給付奨学金申込み手続き等

書類 概要 提出先

【全員が提出】
1.「給付奨学金確認書」

機構の諸規程を確認のうえ遵守することを約束する書類
※現在給付奨学金を受給している人が新しい給付奨学生に採用さ

れたときは、現在受給している給付奨学金を辞退することを承
諾する旨記載あり。

※第一種奨学金を利用している人が新しい給付奨学生に採用され
たときは、貸与額が調整されることを承諾する旨記載あり。

在学している学校
（学校保管）

【該当者のみ】
2.申込者本人の

「2019年度 課税証明書」
（コピー可）

申込者本人の2018年分（平成30年1月～12月）の1年間の所得が
以下に該当する場合のみ提出
（未成年の場合）125万円（額面の収入約200万円）を超える人
（成年の場合）35万円（額面の収入約100万円）を超える人

在学している学校
（学校でまとめて機構
に提出）

【該当者のみ】
3.「在留カード」（コピー可）

「住民票の写し」（原本）等

外国籍の人のみ提出が必要
申込資格を満たしている証明書類

【該当者のみ】

４.「施設等在籍証明書」（施設長発行）

「児童（里親）委託書」

「措置解除決定通知書」 等

18歳となるまでに児童養護施設等に入所していた又は里親による養

育を受けていたことがわかる日付が記載された証明書類

※機構の所定様式「施設等在籍・退所証明書」でも可。

【全員】
5.マイナンバー

5-1.マイナンバー提出書
機構がマイナンバー及び地方税情報を利用すること等に同意する書
類 機構の指定先

（専用の封筒で、郵便
局の窓口から簡易書留
により学生等が直接郵
送）

5-2.番号確認書類 申込者本人及び生計維持者のマイナンバーが記載された書類

5-3.身元確認書類 申込者本人の身分証明書類

（1）申込時の主な提出書類

（児童相談
所発行）
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新たな給付奨学金申込み手続き等

スカラネット申込

学生、生徒

マイナンバー提出

生計維持者は
同一人物か？

書類審査スタート 生計維持者確認

情報連携スタート 再提出依頼

スカラネット
入力

簡易書留
郵送

不備なし 不備あり

提出書類は
整っているか？

収入情報取得

不
備
照
会

所得等の審査

マイナンバーを利用した情報連携の流れ

一致 不一致

留意事項

・書類の審査、情報連携それぞれの処理に一定の時間を要します。
スカラネット入力の生計維持者とマイナンバー提出書に記載の生
計維持者が一致するようご指導ください。
また、マイナンバー提出書、番号確認書類、身元確認書類に不足
や不備がないか簡易書留送付前に十分確認するようご指導くださ
い。

・申込みデータの修正や、不備・不足書類の再提出・追加提出が必
要となり、一定期間経過後も「未提出」、「不備未解消」等によ
り不備のないマイナンバーの提出が完了しない場合、期限内に所
得等の審査ができないことがあります。
学校においてマイナンバー提出期限に留意するよう周知をお願い
します。

一定期間未提出・不備未解消の
場合、所得等の審査ができず

不採用となる場合があります！

【生計維持者不一致】

・マイナンバー提出書類に父母を記入しているが、スカラネット申込では生

計維持者を「父」のみとして入力

・スカラネット申込では父母を入力しているが、母は専業主婦で無収入のた

め、マイナンバー提出書類では父と同居している収入のある兄を記入

⇒専業主婦で無収入の場合でも、原則父母が生計維持者

【マイナンバー提出書類の不備】

・生計維持者の番号確認書類が添付されていない

・マイナンバー提出書に書かれている内容とスカラネットに入力された内容

に相違がある（生年月日等）

主 な 不 備 の 事 例
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新たな給付奨学金申込み手続き等

世帯人員（同一世帯の人）とは、同居別居に関わらず、申込者本人と生計が同じ人です。

同一世帯に含まれる人

①勤務地の関係（単身赴任・出稼ぎ等）で別居している父（母）

②専業主婦（主夫）で無収入の母（父）

③通学や病気療養のために一時的に別居している人

④「②の生計維持者」に扶養されている祖父母等

４. 世帯人員・生計維持者の確認

（1）世帯人員の考え方

〇死別・離婚等により申込者本人が父又は母と別生計となっている 等

〇父母と死別等により申込者本人が祖父母等親族から経済的支援を受けている 等

〇申込者が社会的養護を必要とする 等

（２）生計維持者の考え方

生計維持者 原則 父と母（2名）

以下に該当する場合は、生計維持者は1名とします。

・・・父母いずれか1名

・・・父母以外1名

・・・申込者本人

（ 生計維持者 ）
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新たな給付奨学金申込み手続き等

（１）生計維持者が海外に居住している場合

給付奨学金では、申込者本人及び生計維持者の課税標準額をもとに選考を行いますが、海外赴任等により日本で住

民税が課税されていない場合、選考に必要な情報をマイナンバーで取得できません。

そのため、機構のホームページに掲載している内容に従って、必要な書類を提出していただく必要があります。

https://www.jasso.go.jp/shogakukin/kyufu/moshikomi/kaigaikyoju.html

【②海外赴任等によりマイナンバー関係書類の提出ができない場合】

機構のホームページに掲載している「マイナンバーに代わる提出書類（様式）」を作成し、必要書類を添付のうえ学

校に提出します。

（①に該当する場合は、必要書類として「海外居住者のための収入基準額算出ツール兼申告書」を添付します。）

【①2019年1月1日時点で、日本国内に住民票がない生計維持者がいる場合】

2019年度（2018年1月～12月分）に日本で住民税が課税されていないため、機構のホームページに掲載してい

る「海外居住者のための収入基準額算出ツール兼申告書」を作成し、必要書類を添付のうえ学校に提出します。

５.収入状況の確認

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
奨学生番号は、11桁で構成されています。
それぞれの数字（コード）には意味があります。
左から、①貸与種別②採用年度③学種④通し番号となっています。
①貸与種別は、第一種奨学金と第二種奨学金の区別をするコードです。
②採用年度は、採用された年度の西暦下2桁を示しています。たとえば、平成21年度以前採用者は採用年度が「09」より小さいということになります。
③学種は、高等専門学校、短期大学などの区分を示しています。学校担当者向けＨＰでは、異動データのデータフォーマットを公開しています。奨学生番号の構成（コード）についても掲載していますので、ご覧ください。
奨学生番号は問合せの際に必要です。構成まで伝える必要はありませんが、いろいろな折に学生にも奨学生番号を忘れないようにご周知ください。
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新たな給付奨学金申込み手続き等

給付奨学金では、2019年1月1日現在で申込者本人に住民税が課せられている場合、申込者本人の所得も申告する
必要があります。

申込者本人の状況
2018年1～12月までの

1年間の所得
提出書類 発行元

未成年
市町村民税が課税されている

（所得125万円を超える）

2019年度 課税証明書（コピー可）

※市町村民税が課税されていない（所得125万円

（額面の収入約200万円）以下）人は提出不要

市区町村役場

成年
市町村民税が課税されている

（所得35万円を超える）

2019年度 課税証明書（コピー可）

※市町村民税が課税されていない（所得35万円

（額面の収入約100万円）以下）人は提出不要

（２）申込者本人に所得がある場合

課税証明書の注意点

課税証明書には、以下の項目が記載されていることが必要です。

1.課税標準額 2.調整控除額 3.税額調整額 4.扶養親族数 5.控除等に係る本人該当区分

６.合計所得金額 ７.総所得金額等
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新たな給付奨学金申込み手続き等

自宅通学とは、学生等が生計維持者（父母等）と同居している（又はこれに準ずる）状態のことをいいます。

「自宅外通学」を選択した場合、自宅外通学であることの証明書類（アパートの賃貸借契約書のコピー等）の提出
が毎年度必要です（現況届・在籍報告提出時）。

貸与奨学金とは自宅・自宅外の考え方が異なりますのでご注意ください。

※自宅通学・自宅外通学により支給金額が変わります。

自宅外通学であることの要件（次のいずれかに該当していることが必要）

ア. 実家（生計維持者いずれもの住所）から大学等までの通学距離が片道60キロメートル以上（目安）

イ. 実家から大学等までの通学時間が片道120分以上（目安）

ウ. 実家から大学等までの通学費が月1万円以上（目安）

エ. 実家から大学等までの通学時間が片道90分以上であって、通学時間帯に利用できる交通機関の運行本数

が1時間当り1本以下（目安）

オ. その他やむを得ない特別な事情により、学業との関連で、実家からの通学が困難である場合

６. 自宅・自宅外通学の確認

※上表「オ」に該当する場合、自宅通学による学業継続への支障の有無等については、スカラネット画面での申告が必要
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★所得要件（毎年夏頃）
マイナンバーを利用し、所得状況を確認のうえ

10月からの支援区分を見直します。

★資産要件（毎年春頃予定）
資産に関する申告を求め、基準外の場合は、10

月から1年間支給停止します。

新たな給付奨学金申込み手続き等

８. 進級後の手続き

採用決定・書類発送の流れ

学校職員

推薦

採
用
後
の
手
続
き

審
査
・
採
用
決
定

推
薦

支援対象者の要件（基準）

審査

JASSO
進級（２０２０年４月）

採用決定・奨学金振込開始

採用決定通知・誓約書等送付

（機構→学校）

「現況届」の提出「誓約書」の提出

学生、生徒

添付証明書類

誓約書

「誓約書」送付

（学校→機構）
進級後、インターネッ

トで「現況届」を提出

支給を受けている間の主な手続き

○適格認定（家計）

★ 学年毎に学業状況を確認し、状況により「廃
止」又は「警告」の処置を実施

★ １年制又は２年制の短大・専門学校及び高等
専門学校については、毎年２回、適格認定（学
業）を行います。

定期的にインターネットを通じて在籍状況や通
学状況等の申告が必要となります。実施時期等は
学校を通じて案内しますので、その際は期限まで
に手続きを行ってください。

○適格認定（学業）

○在籍報告（毎年：複数回）

※この他にも、奨学金支給中に様々な届出や報告を求める
ことがあります。必要な手続を行わない場合、奨学金の
支給が遅れたり、止まったりする可能性があります。



Page.16
Japan student services organization

新たな給付奨学金申込み手続き等

９. スカラネット入力

（1）奨学金利用情報

現在日本学生支援機構の奨学金を利用している学生は奨学
生番号を正しく入力するようご指導ください。

正しい奨学生番号が入力されていない場合、新たな給付奨
学金採用後に遡って第一種奨学金の月額の返金等が生じる
場合がありますので、ご留意ください。

「給付奨学金確認書」を提出していない学生は、申込みすること
ができません。

学生本人、親権者（学生が未成年の場合）の署名・押印に加え、
新たな給付奨学金の申込みでは、国籍に関する事項、生計維持者
に関する事項の記入が必要です。

国籍が日本国以外の学生については、「給付奨学金確認書」に併
せて申込資格をみたしている証明書の提出をご指導いただき、支
援対象となる在留資格か確認のうえID・PWを交付してください。
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新たな給付奨学金申込み手続き等

（２）あなたの情報

外国籍の人は申込資格に制限があります。必ず申込資格を満たし
た在留資格であるかを確認するようご指導ください。

また、日本人の配偶者等、永住者の配偶者等及び定住者の人は、
在留期間の満了日を入力していただきます。

なお、在留資格が「定住者」で日本に永住する意思がない人は支
援対象とはなりません。

在留資格の詳細については、スライドPage.4「２. 支援対象者の
要件（その他の基準）」（2）在留資格等の確認を参照してくだ
さい。

誓約日はスカラネット入力
日となります。

上記の国費による支援については、国の法令に基づく給付的措置
であり、支援の趣旨目的や支援対象が重複する事業を整理するた
め、新たな給付奨学金との併給が制限されます。

なお、上記の国費による支援を受けている場合、新たな給付奨学
金は支給されませんが、授業料等減免は受けることができます。
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現在在学する大学等に編入学又は転学した人は、編入学又は転学する前
に在学していた学校に入学した日を基準に国内高等学校等卒業からの経過
年数により支援対象となるか判定します。

なお、この場合、編入学又は転学する前に在学していた学校を卒業又は
修了等した後1年以内に現在在学する大学等に編入学又は転学している必
要があります。

（例）2015年３月に高等学校等を卒業
→2017年度末までにＡ短期大学へ入学し、Ａ短期大学を卒業後1

年以内にＢ大学へ3年次に編入学した人が支援対象

－ 〇 〇 〇 ×
卒業年月の
属する年度 申込資格なし

高等学校卒業 A短期大学1年 A短期大学2年 B大学編入

新たな給付奨学金申込み手続き等

（３）在学・履歴情報（大学等の場合）

3月卒業
2016年度

4月入学
2014年度 2015年度 2017年度 2018年度

卒業年月の属する年度の翌年度末

１年
以内

１年
以内

１年
以内

実質学年を正しく入力してください。

（例）

・2年次病気により休学のため3年次へ進級できなかった場合→2学年

・今年度3年次に編入学した場合→3学年

原級留置制度を持たない学校において、休学事由により卒業が延
期するが、休学期間中も学年が進行する場合は、進行した学年で
はなく現に履修している実質の学年になります。

2017年 １年次入学
2018年 ２年次休学
2019年 ３年次進級（実質2年次）→2学年
2020年 ４年次進級予定（実質3年次）
2021年 ４年次再履修予定（実質4年次）

2年以内に入学

4月 4月 4月
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自宅外通学を選択し
た場合でも、進級後
に提出していただく
現況届において①～
⑤に当てはまらない
と判断された場合は、
自宅通学と認定され
ます。

高等学校卒業後に専修学校高等課程などに進学・卒業し
た場合、「あなたがはじめて国内の高等学校を卒業した
年月」は専修学校高等課程ではなく高等学校の卒業年月
を入力してください。

現在通学している
キャンパスではなく、
2020年進級時の通
学予定キャンパスを
入力してください。

「支障が生じる」を
選択した場合、必ず
支障が生じる理由を
入力する必要があり
ます。

また、「支障が生じ
ない」を選択した場
合は、「自宅外」を
選択できません。「自宅通学」とは、学生が生計維持者（父

母等）と同居している（又はこれに準ず
る）状態のことをいいます。

「高等学校卒業等認定試験合格者」のうち、認定試験合
格年月日が20歳となる誕生日の属する年度を経過してい
る人で、経過後も毎年受験していない人は支援対象外と
なるため、申込資格がありません。

申込資格については第Ⅰ章Page.５～8「3.支援対象の要
件」（3）その他の基準を参照してください。

新たな給付奨学金申込み手続き等

入学年月、卒業予定
年月、修業年限より
卒業延期が生じてい
るか判定します。
正しく入力するよう
ご指導ください。
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（４）家族情報

新たな給付奨学金申込み手続き等

ここで入力する生計維持者は、給付奨学金確認書及び
マイナンバー提出書に記載する人と同じ人でなければ
なりません（ スライドPage.14＜給付奨学金確認書の
確認ポイント＞参照）。

特にスカラネット申込時に入力した生計維持者とマイ
ナンバー提出書記載の人物が一致しない場合は、学校
を通して照会をさせていただきます。

1.（1）で「はい」を
選択した人は、（2）
の施設に入所していた、
又は里親による養育を
受けていたことがわか
る日付が記載された証
明書類の提出が必要で
す。

（証明書類の例）

施設等在籍証明書（施
設長発行）、児童（里
親）委託証明書（児童
相談所発行）、措置解
除決定通知書（児童相
談所発行）等

※機構の所定様式「施
設等在籍・退所証明
書」でも可。

生活保護決定（変更）通知書（見本）
※生活保護の証明書は各自治体により様式が異なります。

生活扶助の受給につ
いては、生活保護決
定（変更）通知で確
認することができま
す。

マイナンバーの提
出について、「こ
れから準備する」
を選択した人は、
申込完了後1週間以
内に郵送できるよ
う速やかに準備を
するようご指導く
ださい。
また、「その他」
を選択した人につ
いては、所定の書
類を学校経由で機
構にご郵送くださ
い。
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◆ 一人親家庭
＜父又は母のいずれかのみを生計維持者としている場合に表示＞

◆ 父母以外
＜父母以外の人を生計維持者としている場合に表示＞

◆ ＜共通＞一人親家庭・父母以外「Ｇ-あなたの家族情報」にて生計維持者を父母（２名）と
していない場合、入力内容により以下の設問が表示されます。

◆ 申込者本人
＜申込者本人を生計維持者（独立生計者）としている場合に表示＞

新たな給付奨学金申込み手続き等

生計維持者は、原則父母（2名です）

生計維持者を父母（２名）としていない理由が、父母の単なる不仲
による別居を事由とする別生計であることは認められません。

また、父又は母が専業主夫（婦）のため無収入である場合も、生計
維持者として入力、マイナンバーの提出が必要となり、マイナン
バーによる情報連携により無収入（収入金額０円）であるという収
入情報を取得することにより、家計基準の審査を行います。
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３．進学資金シミュレーター

「進学資金シミュレーター」の「給付奨学金シミュレー
ション」では、新しい給付奨学金制度の対象になるかどう
かを調べることができます。

◆給付奨学金シミュレーション（学生向け）

いくつかの質問に答えることで、給付奨学金を受ける

ことができる年収の目安を簡単に知ることができます。

◆ 給付奨学金シミュレーション（保護者の方向け）

世帯の年収等を答えることで、給付奨学金を受けること

ができるかを詳細に知ることができます。

ご利用にあたって不明な点や詳しい利用方法については、

機構のホームページ掲載「給付奨学金シミュレーション

かんたんガイド（学生向け）」「給付奨学金シミュレー

ションご利用の手引き」をご覧ください。

※貸与奨学金のシミュレーションも行うことができます。

https://shogakukin-simulator.jasso.go.jp/

Ⅲ 制度の周知等について
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